政府が「当面の財政健全化の取組等について―中期財政計画―」を閣議了解

　政府は8月8日、当面の財政健全化の取組を示す方針として、「中期財政計画」を閣議了解しました。また、同日開かれた経済財政諮問会議において、「中期財政計画」に併せて2014年度の概算要求に当たっての基本的な方針等が示されておりますので、別添の通り関係資料を送付します。

　

　中期財政計画の内容は、民需主導の持続的成長と財政健全化の双方をめざすとし、国と地方を合わせた基礎的財政収支（プライマリーバランス：歳出から公債の元金返済費や利払いである公債費を除き、歳入では公債を差し引いた歳出・歳入の収支で、その年度の政策を遂行するための経費を租税収入で賄うことができるかの指標）について、2015年度までに2010年度比で基礎的財政収支の赤字を半減、2020年度までに黒字化などをはかるとしています。

　これらの計画は、政府が6月14日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針（いわゆる「骨太の方針」）の基本認識に沿ったものとして、策定されたものです。

　当面、2015年度までの目標として、国と地方の基礎的財政収支を2013年度の▲34.0兆円から、2015年度の▲17.1兆円へと赤字幅を17.0兆円圧縮するとしており、このうち、多くを占める国の一般会計の基礎的財政収支の赤字も2013年度の▲23兆円から2015年度の▲15兆円程度へと赤字幅を8兆円程度圧縮するとしています（「中期財政計画」2及び5頁）。

　この基礎的財政収支の赤字幅圧縮のため、「歳出・歳入の両面で最大限努力する」としていますが、このうち歳入に係る消費税の引き上げについては、「経済状況等を総合的に勘案して、判断を行う」としています（「中期財政計画」2頁注記5）。

　地方財政については、「骨太の方針」の考え方を踏襲し、地方の一般財源総額については、2014年度及び2015年度において、2013年度の地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保とする一方、歳出特別枠（地方財政計画「地域経済基盤強化・雇用等対策費」2013年度約1.5兆円）等のリーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていく必要があるとし、2009年以降設けられた歳出特別枠の何等かの見直しを示唆しています。また、頑張る地方に対する支援を進めるとしています（「中期財政計画」3頁）。

　歳入で地方一般財源を今年度と同水準確保するとしておきながら、連動する歳出において歳出特別枠をどのように見直すか具体的な方策は不明ですが、歳出特別枠を単純に廃止、縮小した場合、自治体の財政運営は厳しくなる可能性があり、今後進められる政府予算編成作業、地方財政対策の動向について注視が必要となっています。

　また、頑張る地方に対する支援については、「骨太の方針」において、行革等を進めた自治体に対して地方交付税の重点配分を行う考えを示すなど、客観・中立であるべき地方交付税制度に反する姿勢を見せており、併せて留意が必要です。

　中期財政計画で示されている通り、翌年度以降も地方財政に厳しい政策が継続・強化される可能性が強いことから、国と地方の協議の場などあらゆる場で、地方自治体が政府に意見を主張することが重要となっており、その一環として、現在進めている地方自治法第99条に基づく地方議会決議の取り組み、地方交付税法第17条の4の意見提出の取り組みにについて、さらなる取り組みの強化をお願いします。

